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管理職支援策事例
（丸井グループ／セイコーグループ／ジャパネットホールディングス）

マネジメント人材とスペシャリスト人材の育成
実務解説

メンタルヘルス不調の復職判断と
他業務配置

実務解説

今国会で成立・審議中の
労働関係法案
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産業医の辞任時等の報告義務化について
労働法令

委嘱契約により大学非常勤講師として勤務していた控訴人は労契法上の労働者に該当する
（国立大学法人東京海洋大学事件　東京高裁　令 8. 1.15判決）

労働判例

●在宅勤務日と出社勤務日でコアタイムの有無等の差異を設けることは可能か
●仕事で関わるメンバーと必ずもめ事を起こす、協調性のない社員を懲戒できるか
●経営悪化により退職金を減額することはできるか
●退職予定者による退職挨拶メールの社内送信を禁止し、違反者に懲戒処分を科してもよいか
●同業種への転職を1年間禁止する合意は、職業選択の自由の侵害になるか
●入社直後に新卒採用者から親の介護を理由とする退職の申し出があった場合、何らかの補償請求が可能か
●株式報酬は労働保険や社会保険において賞与扱いとなるか
●副業先でけがをした場合、労災保険の保険給付やその対応はどうなるか

相談室Q&A

労働関係法律─基本解説
第20回　出張・転勤

実務解説
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